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標準的な運賃・標準運送約款の見直しに向けた検討会

【学識経験者】
・野尻 俊明 流通経済大学 名誉教授 ＜座長＞
・矢野 裕児 流通経済大学 流通情報学部教授
・首藤 若菜 立教大学 経済学部教授
・若林亜理砂 駒澤大学 法科大学院教授

【業界】
・（公社）全日本トラック協会

構 成 員

【行政】
・小熊 弘明 国土交通省 自動車局貨物課長
・平澤 崇裕 国土交通省 総合政策局物流政策課長
・中野 剛志 経済産業省 商務・サービスグループ物流企画室長
・藏谷 恵大 農林水産省 大臣官房新事業・食品産業部食品流通課長

【労組】
・全日本運輸産業労働組合連合会
・全国交通運輸労働組合総連合

８月30日 第１回検討会（論点整理）
10月 第２回検討会（提言素案の整理）
12月 第３回検討会（提言取りまとめ） ⇒ 提言を踏まえ、「標準運送約款」及び「標準的な運賃」を改正

○トラック運送業については、令和５年６月に取りまとめられた「物流革新に向けた政策パッケージ」において、荷待ち・荷役に
係る費用、燃料高騰分、下請けに発注する際の手数料等も含めて、荷主企業等に適正に転嫁できるよう、令和５年中に、
「標準運送約款」や「標準的な運賃」について所要の見直しを図ることとされたところ。

○ このため、国土交通省、経済産業省、農林水産省等の行政機関、学識経験者、荷主団体、物流事業者団体等を構成
員とする「標準的な運賃・標準運送約款の見直しに向けた検討会」を立ち上げ、「標準的な運賃」及び「標準運送約款」の
見直しに係る論点整理と方向性について、議論を行う。

概 要

スケジュール

【荷主】
・（一社）日本経済団体連合会
・日本商工会議所
・全国農業協同組合連合会

【行政】
・厚生労働省 ・中小企業庁 ・公正取引委員会

委員

オブザーバー

【参考１】 「物流革新に向けた政策パッケージ」（令和5年6月2日
「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」決定）（抄）

⑥ トラックの「標準的な運賃」制度の拡充・徹底【国交省】
１．具体的な施策 （１）商慣行の見直し

トラック法に基づく「標準的な運賃」について、荷主企業等への周知・
徹底を強化するとともに、荷待ち・荷役に係る費用、燃料高騰分、
下請けに発注する際の手数料等も含めて、 荷主企業等に適正に
転嫁できるよう、今年中に、「標準運送約款」や「標準的な運賃」に
ついて所要の見直しを図る。
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【参考２】 標準的な運賃に係る実態調査結果の概要（令和４年度）
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